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この説明書は、金融商品取引法第 46 条の 4 の規定に基づき、

全ての営業所若しくは事務所に備え置いて公衆の縦覧に供す

るため、又はインターネット等で公表するために作成したもの

です。 
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Ⅰ 当 社 の 概 況 及 び 組 織 に 関 す る 事 項 

 

１．商 号 岡 地 証 券 株 式 会 社 

２．登 録 年 月 日 ２ ０ ０ ７ 年 ９ 月 ３ ０ 日 

〔 登 録 番 号 〕 〔東海財務局長（金商）第 ５ 号〕 

３．沿 革 及 び 経 営 の 組 織 

(1) 会 社 の 沿 革 

 １９４８年 ５月 福寿証券株式会社設立 

  ８月 証券業登録 

 １９４９年 ４月 名古屋証券取引所開設と同時に正会員として加入 

 １９５３年 ４月 岡地証券株式会社に商号変更 

  ７月 岡崎支店を開設 

  ９月 豊橋支店を開設 

 １９５５年１０月 押切営業所（旧栄生店）を開設 

 １９５７年 ５月 西尾支店を開設 

 １９６２年 １月 新城営業所（現新城店）を開設 

  ９月 津島営業所（現津島店）を開設 

 １９６７年 ７月 一色営業所（現一色店）を開設 

 １９６８年 ２月 岐阜支店、多治見支店を開設 

  ４月 免許制の施行に伴い第１号、第２号及び第４号免許を受ける 

 １９７３年 ７月 一宮支店を開設 

 １９７７年 ８月 江南営業所（現江南店）を開設 

  １２月 第３号免許を受ける 

 １９８０年 ５月 桑名支店を開設 

 １９８５年１０月 東京支店を開設 

 １９８６年 ２月 東京証券取引所正会員に加入 

 １９８７年 ４月 大阪証券取引所正会員に加入 

 １９８８年 ６月 可児営業所（現可児店）を開設 

 １９９０年１０月 水天宮支店を開設 

 １９９８年 ４月 水天宮支店を東京支店に統合 

 １２月 証券取引法改正により免許制から登録制へ変更となる 

 １９９９年 ７月 栄店を開設 

 ２０００年 ７月 清水店を開設 

 ２００６年 ２月 新本店ビルの新築移転並びに栄店を廃止し、新たに本店営業

部を設置 

 ２０１１年 ９月 栄生店を廃止 

 ２０１３年 １月 清水店を廃止 

 ２０２１年１１月 岐阜支店を廃止 

 ２０２２年 ７月 津島店を廃止 
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(2) 経営の組織 
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４．株式の保有数の上位１０位までの株主の氏名又は名称並びにその株式の

保有数及び総株主等の議決権に占める当該株式に係る議決権の数の割合 
 

氏 名 又 は 名 称 保有株式数（株） 割 合（％） 

１.カ ネ サ ン 株 式 会 社 3,575,200 35.15 

２.有 限 会 社 東 洋 興 産 1,030,300 10.13 

３.岡地インベストメント株式会社 923,600 9.08 

４.岡 地 敏 則 778,000 7.65 

５.岡 地 泰 彦 602,000 5.92 

６.岡 地 芳 裕 580,000 5.70 

７.稲 田 扶 美 子 560,000 5.50 

８.岡 地 順 ニ 郎 328,800 3.23 

９.岡 地 貞 一 郎 281,000 2.76 

10.加 藤 豪 204,000 2.00 

その他（ 11 名） 1,306,000 12.88 

計 21 名 10,168,900 100.00 

 

５.役員の氏名 
 

役 職 名 氏 名 代 表 権 の 有 無 常勤・非常勤の別 

取 締 役 会 長 岡 地 敏 則 無 常 勤 

取 締 役 副 会 長 岡 地 芳 裕 無 常 勤 

取 締 役 社 長 岡 地 泰 彦 有 常 勤 

専 務 取 締 役 岡 地 貞 一 郎 有 常 勤 

常 務 取 締 役 川 合 雅 也 無 常 勤 

常 務 取 締 役 今 村 好 孝 無 常 勤 

取 締 役 鈴 木 伸 昭 無 常 勤 

監 査 役 岡 地 順 二 郎 無 常 勤 

監 査 役 加 藤  豪 無 非 常 勤 

監 査 役 外 山 典 央 無 非 常 勤 
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 ６．政令で定める使用人の氏名  

 

 金融商品取引業に関し、法令等（法令、法令に基づく行政官庁の処分又は定款その他

の規則をいう。）を遵守させるための指導に関する業務を統括する者（部長、次長、課

長その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、当該業務を統括する者の権限を代

行し得る地位にある者を含む。）の氏名 

氏   名 役  職  名 

今村 好孝 常務取締役コンプライアンス部長 
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 ７．業務の種別 

１  金融商品取引業等 

 ① 第一種金融商品取引業 

 ② 投資助言・代理業 

２ 他に行っている業務 

 ① 自ら所有する不動産の賃貸 

  

 

８．本店その他の営業所の名称及び所在地 

 

名 称 郵便番号 所 在 地 

本 店 460-0008 愛知県名古屋市中区栄３－７－２６ 

東 京 支 店 103-0025 東京都中央区日本橋茅場町１-３-１２ 

西 尾 支 店 445-0073 愛知県西尾市寄住町洲田３４－５ 

岡 崎 支 店 444-0059 愛知県岡崎市康生通西３－１６ 康生ビル３０６ 

豊 橋 支 店 440-0888 愛知県豊橋市駅前大通３－３５ 豊橋コアビル２Ｆ 

一 宮 支 店 491-0858 愛知県一宮市栄１－３－２９ 東海ビル４Ｆ 

多治見支店 507-0034 岐阜県多治見市豊岡町１－８０ 

桑 名 支 店 511-0061 三重県桑名市寿町２－３１－２０ 

新 城 店 441-1374 愛知県新城市字町並２０３ 

一 色 店 444-0423 愛知県西尾市一色町一色亥新田２６０－９ 

江 南 店 483-8271 愛知県江南市古知野町桃源９０ 

可 児 店 509-0214 岐阜県可児市広見５－２７－２ 
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９.苦情処理及び紛争解決の体制 

手続実施基本契約を締結している指定紛争解決機関の商号若しくは名称 

 

第一種金融商品取引業 

特定非営利活動法人 証券・金融商品あっせん相談センター（略称:FINMAC
ﾌ ｨ ﾝ ﾏ ｯ ｸ

） 

投資助言・代理業 

一般社団法人 日本投資顧問業協会（FINMAC
ﾌ ｨ ﾝ ﾏ ｯ ｸ

に業務委託） 

 

１０.加入する金融商品取引業協会及び対象事業者となる認定投資者保護団

体の名称 

 

日本証券業協会 

一般社団法人 日本投資顧問業協会 

特定非営利活動法人 証券・金融商品あっせん相談センター（略称:FINMAC
ﾌ ｨ ﾝ ﾏ ｯ ｸ

） 

 

１１.会員又は取引参加者となる金融商品取引所の名称又は商号 

 

株式会社 東京証券取引所 

株式会社 名古屋証券取引所 

株式会社 大阪取引所 

 

１２.加入する投資者保護基金の名称 

 

日本投資者保護基金 
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Ⅱ 業務の状況に関する事項 

 １．当期の業務の概要 

当期におけるわが国経済は、春季労使交渉において高水準の賃上げが実現、企業収

益は堅調を維持し、インバウンド需要の拡大などにより、緩やかな回復基調を継続し

ました。 

一方、採用難による人手不足の深刻化、円安による輸入品価格の上昇も加わり、物

価の上昇による消費マインドの悪化懸念に加え米国の関税政策による世界景気の悪

化懸念など、先行きは依然として不透明な状況にあります。 

当業界におきましては、日経平均株価は期初40,646円70銭で始まり、国内の賃上げ

浸透とデフレ脱却、新たな少額投資非課税制度（ＮＩＳＡ）による資金流入や上場企

業の資本効率改革の進展から期中には42,224円02銭と史上最高値を更新し、その後は

対米ドル相場の上昇や世界景気の先行き不安を受け、期末は35,617円56銭で取引を終

えました。 

このような状況の下、当社は「顧客本位の業務運営」「ＮＩＳＡ口座の拡充」「内

部管理態勢の強化」「業務の効率化」の4項目を当期の基本方針に掲げ、顧客の利益

を第一に考え、誠実に顧客にとって最善の提案、情報提供を行えるよう、自己啓発・

研修等を通じ幅広い知識、情報収集力の習得を図る取り組みをしております。 

併せて、顧客本位の営業活動を徹底し内部管理態勢の強化に努める一方、余剰資金

の積極的な運用に努め成果を挙げております。 

当期の収益につきましては、受入手数料17億30百万円（前期比89.6％）、トレーデ

ィング収益△3百万円（赤字化）、金融収益77百万円（前期比86.1％）、営業外収益

12億7百万円（前期比124.5％）となりました。 

一方、金融費用22百万円（前期比119.8％）、販売費及び一般管理費17億81百万円

（前期比99.9％）、営業外費用3億49百万円（前期比153.8％）となりました。 

この結果、経常利益は8億58百万円、当期純利益は12億73百万円となりました。 

 

＜当社が対処すべき課題＞ 

当社が対処すべき課題は、「顧客本位の業務運営と安定的な収益の確保」並び

に「内部管理態勢の強化」であります。そのためには、顧客の利益を第一に考え、

社員の自己啓発及び教育を充実させ付加価値の高いサービスの提供を行うこと

による安定的な収益の確保、並びに制度変更及び法令諸規則等の改正に遅滞なく

対応する内部管理態勢の強化に努めてまいります。 
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２．業務の状況を示す指標 

(1) 経営成績等の推移 （単位：百万円） 

 2023 月 3 月期 2024 月 3 月期 2025 月 3 月期 

資 本 金 1,500 1,500 1,500 

発 行 済 株 式 総 数 15,600千株 15,600千株 15,600千株 

営 業 収 益 1,394 2,072 1,804 

(受 入 手 数 料)  1,311  1,930  1,730 

((委 託 手 数 料))  1,149  1,726  1,457 

((引受け・売出し・特定

投資家向け売付け勧誘等

の手数料)) 

 

‐ 

 

‐ 

 

‐ 

((募集・売出し・特定投

資家向け売付け勧誘等の

取扱い手数料)) 

 

  65 

 

94 

 

142 

((そ の 他 の 受 入 手 数 料)) 96 109 129 

(トレーディング損益) 28 52 △3 

((株 券 等)) 22 51 △3 

((債 券 等)) 6 0 - 

((そ の 他))   ‐ - - 

純 営 業 収 益 1,348 2,053 1,781 

経 常 損 益 451 1,013 858 

当 期 純 損 益 442 633 1,273 

 

 

(2) 有価証券引受・売買等の状況 

① 株券の売買高の状況（電子記録移転有価証券表示権利等に係るものを除く。） 

 （単位：百万円） 

 2023 年 3 月期 2024 年 3 月期 2025 年 3 月期 

自     己 18,644 21,992 21,344 

委     託 153,279 217,031 187,198 

計 171,923 239,024 208,543 
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② 有価証券の引受け及び売出し並びに特定投資家向け売付け勧誘等並びに有価証券の募集、売

出し及び私募の取扱い並びに特定投資家向け売付け勧誘等の取扱いの状況（電子募集取扱

業務に係るもの及び電子記録移転有価証券表示権利等に係るものを除く。） 

  （単位：千株、百万円） 

区   分 引受高 売出高 

特定投資 

家向け売 

付け勧誘 

等の総額 

募集の 

取扱高 

売出しの

取扱高 

私募の 

取扱高 

特定投資家 

向け売付け 

勧誘等の取 

扱高 

２ 

０ 

２ 

３ 

年 

３ 

月 

期 

株券 - - - 
（1千株） 

0 
- - - 

国債証券 -   -  - - 

地方債証券 -   -  - - 

特殊債券 - - - - - - - 

社債券 490 - - - - - - 

受益証券    23,580 - - - 

その他 - - - - - - - 

２ 

０ 

２ 

４ 

年 

３ 

月 

期 

株券 - - - 
（2千株） 

2 

（3千株） 

6 
- - 

国債証券 -   -  - - 

地方債証券 -   -  - - 

特殊債券 - - - - - - - 

社債券 - - - - - - - 

受益証券    38,818 - - - 

その他 - - - - - - - 

２ 

０ 

２ 

５ 

年 

３ 

月 

期 

株券 - - - 
（1千株） 

2 

（8千株） 

9 
- - 

国債証券 -   26  - - 

地方債証券 -   -  - - 

特殊債券 - - - - - - - 

社債券 - - - - - - - 

受益証券    36,276 - - - 

その他 - - - - - - - 
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 (3) その他業務の状況 

 自ら所有する不動産の賃貸業務 （単位：百万円） 

 2023年 3月期 2024年 3月期 2025年 3月期 

件数（期末日現在） 15(11) 16(15) 19(18) 

賃貸料 101 35 47 

  

(4) 自己資本規制比率の状況  （単位：％、百万円） 

 2023年 3月期 2024年 3月期 2025年 3月期 

自 己 資 本 規 制 比 率 

（ Ａ ／ Ｂ × 1 0 0） 
232.0％ 161.2％ 256.9％ 

固定化されていない自己資本(Ａ) 10,962 14,430 16,733 

リ ス ク 相 当 額(Ｂ) 4,724 8,950 6,513 

 市 場 リ ス ク 相 当 額 4,250 8,454 5,989 

取引先リスク相当額 60 71 55 

基礎的リスク相当額 413 425 468 

暗号等資産等による控除額 0 0 0 

※社外流出後により算出しております。 

 

 (5) 使用人の総数及び外務員の総数  （単位：名） 

 2023年 3月期 2024年 3月期 2025年 3月期 

使 用 人 123 113 108 

（うち外務員） 120 112 107 
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Ⅲ 財産の状況に関する事項 

1. 経理の状況 

 

(1) 貸 借 対 照 表 

(単位：百万円) 

資     産     の     部 負    債    の    部 

科            目 
前  期 

2024年3月31日 

当  期 

2025年3月31日 
科           目 

前  期 

2024年3月31日 

当  期 

2025年3月31日 

流動資産     流動負債   

現金・預金 5,854 6,223 約定見返勘定 15 4 

預託金 8,410 7,282 信用取引負債 225 215 

トレーディング商品 - - 信用取引借入金 167 146 

株券 - - 信用取引貸証券受入金 58 68 

債券 - - 預り金 8,714 7,525 

約定見返勘定 49 6 受入保証金 185 82 

信用取引資産 2,510 1,984 短期借入金 4,159 2,636 

信用取引貸付金 2,472 1,928 前受収益 0 0 

信用取引借証券担保金 37 56 未払金 81 9 

立替金 - - 未払費用 62 50 

短期差入保証金 8 8 未払法人税等 406 272 

短期貸付金 0 0 賞与引当金 63 55 

前払金 0 - 役員賞与引当金 12 11 

前払費用 7 8 流動負債計 13,927 10,864 

未収入金 5 16 固定負債   

未収収益 60 55 信託社債 735 - 

流動資産計 16,907 15,586 長期借入金 - 764 

固定資産   繰延税金負債 7,752 5,438 

有形固定資産 2,957 2,248 退職給付引当金 414 380 

建物 395 374 その他の固定負債 311 332 

器具備品 140 138 固定負債計 9,212 6,915 

土地 615 615 特別法上の準備金   

信託建物 283 155 金融商品取引責任準備金 17 17 

信託土地 1,522 964 負債合計 23,157 17,797 

無形固定資産 18 18 純 資 産 の 部 

投資その他の資産 32,970 25,291 株主資本 12,213 13,080 

投資有価証券 31,418 23,749 資本金 1,500 1,500 

出資金 4 4 資本剰余金 900 900 

長期貸付金 - - 資本準備金 375 375 

長期差入保証金 96 95 その他資本剰余金 525 525 

長期前払費用 2 7 利益剰余金 16,348 17,214 

繰延税金資産 - - 利益準備金 375 375 

賃貸不動産 1,378 1,353 その他利益剰余金 15,973 16,839 

その他 159 171 積立金 9,951 9,951 
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資     産     の     部 純 資 産 の 部 

科            目 
前  期 

2024年3月31日 

当  期 

2025年3月31日 
科           目 

前  期 

2024年3月31日 

当  期 

2025年3月31日 

貸倒引当金 △89 △89 繰越利益剰余金 6,021 6,888 

固定資産計 35,946 27,558 自己株式 △6,534 △6,534 

   評価・換算差額等 

その他有価証券評価差額金 

17,483 12,268 

繰延資産 - - その他有価証券評価差額金 17,483 12,268 

   純資産合計 29,697 25,348 

      

資 産 合 計 52,854 43,145 負 債 ・ 純 資 産 合 計 52,854 43,145 

 

〈 貸借対照表に関する注記 〉 

 a．担保に供している資産及び担保に係る債務       2024年3月31日      2025年3月31日 

 （イ）担保に供している資産 

投資有価証券                                12,412百万円      7,668百万円 

賃貸不動産                                   1,125百万円     1,109百万円 

 （ロ）担保に係る債務 

信用取引負債                                   205百万円      202百万円 

短期借入金                                   2,159百万円       836百万円 

長期借入金                           ‐百万円   764百万円 

 b．有形固定資産の減価償却累計額             858百万円      884百万円 

 c．賃貸不動産の減価償却累計額              102百万円      128百万円 

 d．関係会社に対する金銭債権                45百万円       45百万円 

 e．取締役に対する金銭債権                10百万円       10百万円 
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(2) 損 益 計 算 書 

(単位：百万円) 

科                      目 
前 期 当 期 

   
       

      

経      
   

常 
       

 

損    
     

益      
  

の   
      

部 

営 業 収 益 2,072 1,804 

受 入 手 数 料 1,930 1,730 

委 託 手 数 料 1,726 1,457 

引受け・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の手数料 - - 

募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の取扱手数料 94 142 

そ の 他 の 受 入 手 数 料 109 129 

ト レ ー デ ィ ン グ 損 益 52 △3 

株 券 等 ト レ ー デ ィ ン グ 損 益 51 △3 

債 券 等 ト レ ー デ ィ ン グ 損 益 0 - 

そ の 他 の ト レ ー デ ィ ン グ 損 益 - - 

金 融 収 益 90 77 

金 融 費 用 19 22 

純 営 業 収 益 2,053 1,781 

販 売 費 ・ 一 般 管 理 費 1,782 1,781 

取 引 関 係 費 185 184 

人 件 費 1,001 969 

不 動 産 関 係 費 136 173 

事 務 費 313 297 

減 価 償 却 費 38 37 

租 税 公 課 54 58 

貸 倒 引 当 金 繰 入 れ - - 

そ の 他 51 59 

営 業 利 益 （ 又 は 営 業 損 失 ） 271 0 

営  業  外  収  益 969 1,207 

営  業  外  費  用 226 349 

経 常 利 益 （ 又 は 経 常 損 失 ） 1,013 858 

特

別

損

益

の

部 

特 別 利 益 512 1,022 

投 資 有 価 証 券 売 却 益 449 996 

  金 融 商 品 取 引 責 任 準 備 金 戻 入 4 0 

  固 定 資 産 売 却 益 58 25 

特 別 損 失 408 40 

有 価 証 券 評 価 減 399 21 

固 定 資 産 売 却 損 9 19 

2023年 4月 1 日から 
2024年 3月 31日まで 

2024年 4月 1 日から 
2025年 3月 31日まで 
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科                      目 
前 期 当 期 

税 引 前 当 期 純 利 益                                 

( 又 は 税 引 前 当 期 純 損 失 ) 
1,117 1,840 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 489 580 

法 人 税 等 調 整 額 △5 △14 

当 期 純 利 益 ( 又 は 当 期 純 損 失 ) 633 1,273 

 

 〈 損益計算書に関する注記 〉 

 

 関係会社との取引高                  2024年 3月 31日      2025年 3月 31日 

 営業取引による取引高 

販売費及び一般管理費                17百万円       17百万円 

 営業取引以外の取引による取引高               0百万円       0百万円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2023年 4月 1 日から 
2024年 3月 31日まで 

2024年 4月 1 日から 
2025年 3月 31日まで 
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 (3) 株主資本等変動計算書 

  （単位：百万円） 

 2024年 3月期 2025年 3月期 

株

主

資

本 

資本金 当期首残高  1,500 1,500 

当期末残高  1,500 1,500 

資本剰余金 資本準備金 当期首残高  375 375 

当期末残高  375 375 

その他資本剰

余金 

当期首残高  525 525 

当期末残高  525 525 

利益剰余金 利益準備金 当期首残高  375 375 

当期末残高  375 375 

その他利益 

剰余金 

積立金 当期首残高  9,951 9,951 

当期変動額  △0 △0 

当期末残高  9,951 9,951 

繰越利益 

剰余金 

当期首残高  5,809 6,021 

当期変動額 剰余金の配当 △305 △406 

積立金 0 0 

当期純利益 

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額) 

633 

 

△116 

1,273 

 

- 

当期末残高  6,021 6,888 

自己株式 当期首残高  △6,534 △6,534 

当期末残高  △6,534 △6,534 

差
額
等 

評
価
・
換
算             

その他の有価証券 

評価差額金 

当期首残高    8,378   17,483 

当期変動額 （純額）   9,105   △5,215 

当期末残高    17,483   12,268 

新株引受権 当期首残高  - - 

当期末残高  - - 

新株予約権 当期首残高  - - 

当期末残高  - - 

 〈 株主資本等変動計算書に関する注記 〉     2024年 3月期      2025年 3月期 

 a.当該事業年度の末日における発行済株式の数      15,600,000株    15,600,000株 

 b.当該事業年度の末日における自己株式の数        5,431,100株    5,431,100株 

 c.当該事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項 

  定時株主総会決議日               2023年 6月 26日   2024年 6月 25日 

  配当金の総額                   305百万円      406百万円 

 d.当該事業年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項  

  定時株主総会決議日              2024年 6月 25日   2025年 6月 24日 

  配当金の総額                    406百万円      305百万円 
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 2. 借入金の主要な借入先及び借入金額 

  （単位：百万円） 

借  入  先 2024年 3月 31日現在 2025年 3月 31日現在 

あ い ち 銀 行 1,000 500 

岐 阜 信 用 金 庫 1,859 1,800 

十 六 銀 行 - 300 

尾 西 信 用 金 庫 300 300 

み ず ほ 銀 行 1,000 500 

 

3. 保有する有価証券（トレーディング商品に属するものとして経理された有価証券を除く。） 

の取得価額、時価及び評価損益 

  （単位：百万円） 

  2024年 3月期 2025年 3月期 

取得価額 時  価 評価損益 取得価額 時  価 評価損益 

１．流動資産 - - - - - - 

  

  

  

株 券 - - - - - - 

債 券 - - - - - - 

そ の 他 - - - - - - 

２．固定資産 6,375 31,418 25,043 6,214 23,749 17,535 

  

株 券 1,956 26,720 24,763 1,891 19,148 17,257 

債 券 - - - - - - 

そ の 他 4,418 4,698 279 4,323 4,601 278 

合 計 6,375 31,418 25,043 6,214 23,749 17,535 

 

4. デリバティブ取引（トレーディング商品に属するものとして経理された取引を除く。）の契約

価額、時価及び評価損益 

 該当事項はありません。 

 

 5. 財務諸表に関する会計監査法人等による監査の有無 

 (1)監査 

 「会社法」第 436条第 2項の規定に基づき、監査法人東海会計社の監査を受けている。 

 (2)監査結果 

 監査の結果、監査法人東海会計社の意見は次のとおりである。 

 貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書は、我が国

において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該期間の財産及び損益の状況

を、全ての重要な点において適正に表示されている。 
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Ⅳ 管 理 の 状 況 

１．内部管理の状況の概要 

 〔内部監査の組織及びその業務の概要〕 

 

 

社 長

内部管理統括責任者

コンプライアンス部
営業本部

営
業
部
門

内
部
管
理
責
任
者

業

務

管

理

室

業

務

シ

ス

テ

ム

課

内
部
管
理
責
任
者

内
部
管
理
責
任
者

監

査

担

当

営

業

考

査

担

当

売

買

審

査

担

当

指導・監督

報告

経理部

 
 

 

 

上記内部管理組織図に示したとおり、各営業単位に組織規程第 9 条第 5 項の規

定に基づき、内部管理責任者を配置している。 

内部管理責任者は、当該営業単位における営業活動が金商法その他法令諸規則

に準拠し、適正に遂行されているかを常時点検しており、その結果、当該営業単

位において投資勧誘等の営業活動や顧客管理に関し､重大な事案が生じた場合は、

速やかに内部管理統括責任者（コンプライアンス部長）に報告し、その指示を受

けさせるようにしている。 

 営業本部は、対顧客営業単位を統括し、コンプライアンス部は、各営業単位、内部管理責任者

及び営業本部の営業単位を統括している。 

 

顧客からの苦情等に対する具体的な取扱い方法 

  当社は、顧客からの苦情等に対する取扱いについては、金融ＡＤＲ制度を踏まえつつ社内規程

「苦情・紛争処理規程」に基づき処理することとし、その任には、コンプライアンス部（職務権

限者はコンプライアンス部長）が当たることとしている。 
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 ２．分別管理等の状況 

（1）金融商品取引法第 43条の 2の規定に基づく分別管理の状況 
 

  ① 顧客分別金信託の状況 （単位：百万円） 

項          目 
2024年 3月 31日 

現在の金額 

2025年 3月 31日 

現在の金額 

直近差替計算基準日

の顧客分別金必要額 
8,254 7,089 

期末日現在の 

顧客分別金信託額 
8,355 7,252 

期末日現在の                  

顧客分別金必要額 
8,076 7,021 

 

 ② 有価証券（電子記録移転有価証券表示権利等を除く。）の分別管理の状況 

 イ 保護預り等有価証券 

有 価 証 券 の 種 類 
2024 年 3 月 31 日現在 2025 年 3 月 31 日現在 

国内証券 外国証券 国内証券 外国証券 

株券 株数  174,242 千株  520 千株  191,148 千株  589 千株 

債券 額面金額 757百万円  21 百万円 36 百万円  10 百万円 

受益証券 口数  26,814百万口  157 百万口  26,337 百万口  106 百万口 

その他 数量※  0百万口 -  0 百万口 - 

    ※受益証券発行信託の受益証券 

 

 ロ 受入保証金代用有価証券 

有 価 証 券 の 種 類 
2024年 3月 31日現在 2025年 3月 31日現在 

数量 数量 

株券 株数   7,538 千株  6,819 千株 

債券 額面金額  - 百万円   - 百万円  

受益証券 口数  40百万口   44百万口  

その他 数量※  0百万口  0百万口 

※受益証券発行信託の受益証券 
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 ハ 管 理 の 状 況 
 

項 目 管 理 場 所 管 理 方 法 

保護預り有価証券 

自社 単純管理 

(株)証券保管振替機構 振替決済 

日本銀行 振替決済 

東海東京証券(株) 混合管理 

大和証券(株) 混合管理 

ﾉﾑﾗ・ﾊﾞﾝｸ(ﾙｸｾﾝﾌﾞﾙｸﾞ)ｴｽ・ｴｰ 混合管理 

代 用 有 価 証 券 (株)証券保管振替機構 振替決済 



【別添資料】 

 

岡地証券株式会社 
（https://www.okachi-sec.co.jp/） 

（2025 年 3 月 31 日時点の情報） 

 

【設立】 1948 年 5 月 

【資本金】 15 億円 

【株式の上場】 非上場 

【代表者】 取締役社長 岡地 泰彦 （2018 年 4 月就任） 

【役職員数】 118 人（うち登録外務員数 115 人） 

 

【金融商品取引業の登録状況】 第一種金融商品取引業 

【登録番号】 東海財務局長（金商）第 5 号 

【加入協会】 日本証券業協会、一般社団法人 日本投資顧問業協会 

【加入取引所】 東京証券取引所、名古屋証券取引所、大阪取引所 

【加入投資者保護基金】 日本投資者保護基金 

【指定紛争解決機関】 特定非営利活動法人 証券・金融商品あっせん相談センター（略称:FINMAC
ﾌ ｨ ﾝ ﾏ ｯ ｸ

） 

 

 

【個人・一般事業法人向けの商品・サービス（主なもの）】 

 取扱商品 

 

 

取引形態 

株式 債券 
投資 

信託 
ETF REIT 

先物・オ

プション 
証券 CFD FX 取引  

国内株 

 

外国株 

 

国内債 

 

外国債 

 

対面取引 

 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

× 

 

× 

○：取扱あり。×：取扱なし。詳細は、当社営業所までお問い合わせください。 

 
当社の業務の詳細は、「業務及び財産の状況に関する説明書」（5 ページ）を御参照ください。 

 


